


図解事業承継･奇数 B5･柱罫有･01A．honbun･14Q×38倍×横1段･25Q×33行(532-814)･無線綴じ･セット済

〔９〕 会社の現状を把握する

事業承継を考えるに当たっては、まず会社の現状を把握
する必要がある

現状把握の必要性

１ 会社の沿革 会社のこれまでの経営方針などの
確認

２ 関係者 会社が取引している販売先、仕入
先、外注先等の確認

３ 株主構成・保有割
合

株主構成や保有割合を確認。株が
分散している場合には集約の対策
検討

４ 株券の発行、譲渡
制限の有無

株券を実際に発行しているか、譲
渡制限があるかどうかを確認。譲
渡制限がない場合には、定款変更
して譲渡制限を検討

５ 名義株の有無
事業承継の妨げとなるおそれのあ
る“名義株”の有無を確認。名義
株がある場合、解消できるか検討
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解 説
１ 現状把握の必要性
事業承継とは、後継者に事業を引き継ぐことですが、いつ、誰に、どうやって引き

継ぐかは、個々のケースによって千差万別であり、慎重に対応していく必要がありま
す。そして、事業承継につき何をすべきかというと、まず会社を取り巻く現状を正確
に把握することが必要となります。
一般的に、把握すべき点は以下のような点が、挙げられます。
(1) 会社の経営資源の状況

① 従業員の数、年齢構成
従業員の年齢構成に偏りがある場合、例えば若手社員がベテラン社員に比べて、
少ない場合には将来的に業務の承継に支障が出る場合も想定されるため、改善が必
要となることも考えられます。

② 資産の額・内容、キャッシュフローの現状や今後の見込み 等
将来、後継者の経営に支障になりそうな不良在庫や遊休資産などがないかを確認
し、早期に解消する必要がある場合には対応が必要と思われます。
キャッシュフローについては、現状を確認し、現在の会社の経営状態は健全かど
うか、また、将来の経営に支障はないかを検証します。
(2) 会社の経営リスクの状況

① 会社の負債の状況
㋐ 有利子負債の額は、適正で経営に支障はないか
㋑ 経営者に不測の事態が生じた場合でも資金の心配がいらないように法人用の生
命保険に加入しているか 等

② 会社の競争力の現状や将来性 等
独自の技術力やブランド力、マーケティング力といった知的財産を持っている会
社は、それが会社の強みであり、競合他社との競争力にも優れていますが、これら
を事業承継後にも確実に引き継げるかが重要となります。
(3) 経営者自身の状況（〔10〕を参照）

① 自社株式の保有状況
② 個人名義の土地・建物の状況
③ 個人名義の負債、個人保証の状況 等
(4) 後継者候補の状況（〔14〕、〔15〕を参照）

① 親族内に後継者候補はいるか
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② 社内や取引先等に後継者候補はいるか 等

(5) 相続時に想定される問題点

① 法定相続人及びその他親族の株式保有状況

② 相続税額及び納税資金の確保 等

経営者に相続が発生した場合を想定し、法定相続人及び相互の人間関係や株式保有

状況を確認します。そして、相続財産の特定や、相続税額の試算を行い納税方法の検

討を行います。相続税・贈与税の納税猶予制度、遺言の活用等の検討が必要か考慮し

ます。

２ 会社の沿革の確認
事業承継においては、資産や経営権のみならず、会社の理念や経営方針を伝承する

ことが重要となります。事業承継を見据えて、経営者が過去から現在までどのような

考えで会社を運営してきたかを振り返り、経営に対する想いや価値観、信条を再確認

することは、事業承継の本質であるといえます。さらに後継者・従業員とこれらを共

有していくことが重要になると思われます。

３ 関係者の確認
次に事業を行う上で重要な会社の関係者（販売先、仕入先、外注先等）がどういっ

たいきさつで取引をするようになったのかを事前に確認しておきます。創業者や現経

営者とのつながりがあまりに強い場合には、世代交代等の機会に取引を終了するとい

うことが起こる場合も想定されるため、このようなことが起こらないようにするため

にもこれまでのつながりを詳細に把握しておく必要があると思われます。

４ 株主構成、株式保有割合の確認
次に、株主構成については、現在の株主に誰がいるのかの確認を行うことが必要で

す。株主名簿がない場合には、過去からの株式の異動を調査する必要がありますが、

法人税申告書別表2を参考にすることも必要でしょう。続いて、定款（原始から現況の

ものまで）や譲渡承認等に関する取締役会議事録等、事実が確認できる書類をチェッ

クして、株式保有割合を確定していきます。

事業承継においては、後継者に集中的に自社株式を承継させることが、安定的な経

営権を確保するのに必要となります。そのためにはまず現時点で、株式を誰がどれだ

け保有しているかを確認しなければなりません。既に株式が分散しており、会社の経
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営者が議決権の過半数を保有しておらず、経営者の親族だけでなく第三者が保有して
いる場合には更に難しい問題となることが考えられます。
また、保有割合によっては、株式の評価方法が異なるため、株主の株式保有割合に

ついて整理しておく必要があります。
株式の評価方法については、〔５〕を参照してください。
(1) 議決権
会社法において、その会社の意思決定を行うには株主総会を開き、普通決議、特別

決議又は特殊決議が必要とされています。
① 普通決議
株主総会の原則的な決議方法であり、議決権を行使することができる株主の議決権

の過半数を有する株主が出席し、出席した株主の議決権の過半数をもって可決される
決議をいいます（会社309①）。例えば、役員の報酬（会社361・379・387）の決定などです。
この定足数は、定款で、増減・排除することができます。
② 特別決議
議決権を行使することができる株主の議決権の過半数（3分の1以上の割合を定款で

定めることもできます。）を有する株主が出席し、出席した株主の議決権の3分の2（こ
れを上回る割合を定款で定めることもできます。）以上をもって可決される決議をい
います（会社309②）。特別決議事項には、定款の変更、事業譲渡、合併などがあります。
③ 特殊決議
特別決議よりも更に重い決議要件を必要とする株主総会決議のことです。具体的に

は、㋐議決権を行使することができる株主の半数以上（これを上回る割合を定款で定
めることもできます。）で、かつ株主の議決権の3分の2（これを上回る割合を定款で定
めることもできます。）以上の賛成を要件とする決議（株式の譲渡制限を新たに付す場
合の定款変更等）（会社309③）や、㋑総株主の半数以上（これを上回る割合を定款で定
めることもできます。）で、かつ総株主の議決権の4分の3（これを上回る割合を定款で
定めることもできます。）以上の賛成を要件とする決議（全株式譲渡制限会社において、
剰余金の配当・残余財産の分配・株主総会の議決権につき株主ごとに異なる取扱いを
行う旨の定款変更（会社109②・105①））（会社309④）があります。

５ 株券の発行や譲渡制限株式の確認
かつて、平成16年改正前の商法では、株式会社を作るときには、定款で株券を発行

しないと定めない限り発行する必要がありました。ただし、譲渡制限会社については、
株主からの請求がない限り、株券の発行を要しないとされていました（旧商226①ただし
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書）。会社法の成立（平成18年5月1日施行）により、株券不発行が原則になったことで
（会社214・215）、より株券を発行している会社と発行していない会社とが混在する形と
なっています。平成2年商法改正前に設立した会社では、株式会社設立時には7人の発
起人（株主）が必要だったこともあり、きちんと株券を発行している会社も存在して
いるため、株式の異動を考える際には、会社の登記事項証明書（いわゆる「登記簿謄
本」）を取得して、株券発行会社か否か確認して、株券の存在と登記簿謄本上の株券の
発行不発行に違いがないかチェックが必要となります。
また、株式の種類にはもう一点、譲渡制限株式か否かの確認も必要です。この譲渡

制限株式であるかはとても重要で、例えばこの譲渡制限がかかっている株式を譲渡す
る場合には、その株式を発行している会社の株主総会や取締役会で承認を得る必要が
あります。事業承継においては株式を集約する、スムーズに引き継がせることがとて
も重要なポイントになります。会社の支配権を押さえておくことは将来の会社経営
上、大変重要なため、まずは会社の登記簿謄本で譲渡制限株式かどうか確認すること
が必要です。

６ 名義株の有無の確認
株式会社については、その設立した日を確認し、旧商法が適用されている時代の場

合には注意が必要です。旧商法時代には株式会社の設立につき最低発起人の人数が7
人とされていました。この要件を満たすため、創業者や親族だけでは足りずに、その
従業員など第三者の名義を借りている場合があるためです。
(1) 名義株
名義株とは第三者の名義を借りた株式のことです。この名義株が存在し、その名義

人が死亡して相続が発生した場合には被相続人の相続財産となり、相続人にとって思
わぬ税負担が発生することとなります。また、名義株である証拠がなければその名義
人の相続人から高額で買取りをするケースも考えられます。
(2) 名義株の整理について
名義株が存在していた場合は、早めに整理を行うことが必要となります。
その名義株主が存命である場合には、その株式が名義株である旨の確認書を作成し、

名義書換手続をする必要があります。既に存命でない場合には、名義株はもともとの
名義株主の相続人の所有が考えられるため、早急に連絡を取りその株式が名義株であ
る旨の説明をし、争いにならないよう手続を進める必要があります。
また、その名義株主が所在不明であった場合には、一定の条件を満たすことによっ

て株式を処分することができるとされています（会社197）。

第２章 事業承継に向けた準備

〔ZJG0019〕【日大(日増島)】

57

5頁
ZJG0019 〔本文Vo.1〕 【初里/KT責大/再大責梅責2増】



図解事業承継･偶数 B5･柱罫有･01A．honbun･14Q×38倍×横1段･25Q×33行(532-814)･無線綴じ･セット済

CHECK①

◆名義株は誰のものか
その株式が名義を貸した人のものかそれとも名義を借りた人のものかについて
は、実際に払込みを行った者を株主とするとされています（法基通1-3-2、最判昭42・
11・17判時504・85）。
そして、その実質的な判定としては、出資をしたことを証明する書類、名義貸与
者と名義借用者との合意書、株式取得の目的、取得後の配当金の受取の実績、名義
借りの理由などから総合的に判断します（東京地判昭57・3・30判タ471・220）。

CHECK②

◆所在不明株主の株式売却制度
一部株主が所在不明であるため事業承継が困難となっている旨の認定を受けた中
小企業について、所在不明株主からの株式買取り等の手続に必要な期間が5年から1
年に短縮されました（経営承継15、令和3年改正）。

（鈴木勝也）
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〔15〕 事業承継方法の選択

事業承継方法の選択の検討フローチャート

事業承継の方法は、誰が事業を引き継ぐかによって、図のように「親族
内承継」「親族外承継（組織内承継）」「親族外承継（組織外承継）」の大き
く3つのパターンに分かれる。もし、事業自体が継続できないのならば、「自
主解散（廃業）」も検討しなくてはならない
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解 説
１ 承継方法の選択までのプロセス
事業承継とは、「経営」と「資産」をいかにスムーズに後継者に移行できるかが大事

です。そのためにも後継者を誰にするのかというのが非常に重要となります。そし
て、後継者が決まれば、その承継方法も検討し、承継方法に従って承継計画を立てる
ことになります。一般的に、承継方法の選択までのプロセスは以下のようになります。

２ 現状分析
将来に向けて経営方針を定める必要があります。この第一歩として、会社の経営状

況を把握します。事業をこれからも維持し、成長させていくために、利益が出るよう
になっているか、商品やサービスの競争力が他社に比べて優っているかを確認します。
・事業の見える化……事業の将来性の分析、会社の経営体質の確認をし、会社の強み・

弱みを確認して、取り組むべき課題を洗い出します。
・資産の見える化……経営者の個人資産について、会社との賃貸借を確認します。後

継者に引き継ぐべき経営資源を明確にします。
・財務の見える化……適切な会計処理に従い、客観的な財務状況を明確にします。そ

のことにより、取引先や金融機関からの信用度も上がり、資金
調達や取引の円滑化につながります。

３ 現経営者の意見聴取
会社及び経営者の現状を分析した後、事業継続性に大きな支障がない場合には現経

営者に事業継続に対する意見聴取を行うことになります。
まず、会社の現状を取りまとめた後、現経営者に現状の把握を行ってもらいます。

その上で、事業承継について現経営者が判断することになります。事業を継続する場
合には、現経営者が誰を後継者として考えているかを確認する必要があります。
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ここでは、後継者候補は複数人いても構いません。さらに、現経営者の引退の時期
の確認や親族・取引先等の関係者のリストアップを行い、今後のタイムスケジュール
を作成した方がよいでしょう。
なお、現状分析及び意見聴取の結果、事業継続性に大きな問題がある場合には、事

業の継続を断念して自主解散（廃業）をすることも選択肢の1つとして検討すべきでし
ょう。

４ 承継方法の選択
(1) 後継者候補のリストアップ
我が国では、中小企業経営者の高齢化が年々進んでおり、中小企業の事業承継にお

ける後継者問題は、ますます深刻化しています。
また、後継者の選定は、円滑な事業の承継のために極めて重要であり、後継者の選

定を誤れば、事業承継そのものが頓挫したり、事業の継続が困難な状況に陥ることも
あります。
そのため、事業承継を成功させるために、後継者候補のリストアップを行った後、

実際の後継者を確定させる作業については、後継者の適性を見極めながら、十分な時
間をかけて慎重に行うことが重要です。また、今後のトラブルを避けるためにも、事
前に後継者だけでなく後継者の家族の理解、後継者以外の現経営者の子供などの理解
を得ることと、現経営者が現役のうちに後継者を決定しておくことが非常に重要です。
承継方法の類型やメリット・デメリットについては〔２〕を参照してください。
(2) 関係者の意思の確認
承継方法が決定した後、これから具体的な事業承継の作業に取りかかるに当たって、

後継者に事業承継の意思があるかどうかを確認します。
ア 後継者

後継者への聴取の内容は、会社の現状と現経営者の意向を伝えた上で、後継者の経
営に対する意欲を確認します。また、現段階で問題となっていることは、早めに後継
者に伝えることも事業の円滑な承継には不可欠です。
そして、後継者が決定したら、まず、後継者本人が現経営者の事業を受け継ぐ意思

が本当にあるかどうか確認する必要があります。また、後継者が経営者として事業を
受け継ぐことに対し、もし不安を感じている場合には、現経営者が現役のうちに事業
を承継することで後継者をサポートすることも可能です。
さらに、会社に現経営者が個人保証している借入債務等がある場合、後継者が債務

保証をする必要が生じることも考えられますので、後継者に債務保証をする意思があ
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るかどうかも重要となります。それに伴い、事業を受け継ぐ前に債務保証能力を高め
るために、後継者にある程度の役員報酬を支払うなど資力を高めておく必要がありま
す。

イ 取引先等
中小企業などでは、株式の保有と経営が分離されておらず、オーナーである現経営

者の内外への影響力が非常に大きい場合が多く見受けられます。したがって、取引先
等においても現経営者とこれまでの人的関係上、取引を継続している場合や、会社の
債務保証についても現経営者の保証能力に依存していることが少なくありません。
事業の継続については、当然、取引先等の存在が必要となりますから、上記の場合

には、事業承継について取引先等にも意見聴取を行うことや、後継者を事前に紹介し
ておくことが必要です。

（鈴木勝也）
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〔40〕 事業承継税制を利用した対策

自社株式の価値が上がり、贈与税・相続税の負担が大きい……
１ 税負担の不安から後継者の選定が難航……
２ 後継者に納税資金がなく、会社が株式を買い取って資金を
捻出する場合は会社の運営資金等が減少……

➡
事業承継税制を利用すると、

→ 贈与税・相続税の納税を猶予
一定の時期まで保有すれば猶予額を免除

事業承継税制のモデル～株式の贈与・相続～

第３章 親族内の事業承継対策の実施 説明シート DL
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適用するための要件
贈与税・相続税共通 贈与税のみ 相続税のみ

先代
経営者

会社の代表権を有して
いた

贈与時に会社の代表を
退いている

後継者

・議決権同族過半数要
件

・同族内筆頭株主要件
・都道府県知事の確認
【特例措置】

・贈与日に20歳以上
※令和4年4月1日以
後は18歳以上

・贈与時に会社の代表
権を保有

・贈与日までに引き続
き3年以上役員であ
る

・相続開始の日の翌日
から5か月を経過す
る日において会社の
代表権を保有

・相続開始直前におい
て役員である（被相
続人が70歳未満であ
る場合を除く）

会社

・中小企業者であり、経営承継円滑化法認定を受けた会社
・常時使用従業員数が1人以上
・資産保有型会社、資産運用型会社、上場会社、性風俗営業企業でない
・贈与・相続直前事業年度における総収入金額がゼロを超える
・納税猶予額及び利子税に相当する担保の提供

主な免除事由・確定事由
納税が免除される事由

・先代経営者が死亡（相続税の納税猶
予へ切替）

・後継者が死亡

・次の後継者へ贈与（その贈与につき
事業承継税制を適用した場合）

・会社が倒産

※納税の免除には、税務署長へ免除申請
を行うなど、一定の手続が必要

猶予税額の納税が必要となる事由

・猶予対象の株式を譲渡

・年次報告書、継続届出書の未提出

・会社の総収入金額がゼロ

・会社が上場 ・資本金が減少

・先代が復帰して代表権を得た

・後継者が代表を退任

・合併により会社が消滅

※猶予税額に加え、利子税の納付も必要
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解 説
１ 事業承継税制の必要性
中小企業の事業承継においては、承継会社の株価が高額であると、相続税が多額に

なることを避けるために、株式を分散相続してしまい、その結果、安定的な事業継続

に支障を来すケースがあります。また、経営者の高齢化が進展し、事業継続の困難を

理由とした廃業と雇用の喪失が喫緊の課題とされています。事業承継税制はこれらの

問題を解消することを目的に設けられています。

２ 事業承継税制とは
(1) 概 要

事業承継税制とは、後継者である受贈者や相続人等が、経営承継円滑化法の認定を

受けている非上場会社の株式等を贈与又は相続等により取得した場合において、その

非上場株式等に係る贈与税又は相続税について、納税を猶予し、後継者の死亡等によ

り、その猶予されている贈与税又は相続税が免除される制度です（措法70の7～70の7の8）。

ただし、継続して納税猶予を受けるには、いくつかの要件が課されており、要件を

満たさなくなったときには、納税の猶予期限が確定し、猶予されていた税額に利子税

を合わせて納付する必要が生じます。

(2) 一般措置と特例措置

平成30年度税制改正により、平成30年1月1日から令和9年12月31日までの10年間の

時限措置として、納税猶予の対象となる非上場株式等の制限（総株式数の最大3分の2

まで）の撤廃や納税猶予割合が緩和された特例措置を利用することができます。特例

措置に対して、それまでの制度を一般措置と呼びます。

⿥特例措置と一般措置の比較⿦

特例措置 一般措置

適用期限 平成30年1月1日～令和9年12月31日 なし

事前の計画策定 平成30年4月1日～令和5年3月31日までの期間内
に特例承継計画を都道府県知事に提出して確認
を受けることが前提条件

不要

対象株数（議決
権制限のない株
式に限る）

全て 総株式数の最大2/3ま
で
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納税猶予割合 100％ 相続…80％
贈与…100％

後継者の数 3人以内 1人

雇用確保要件 弾力化
都道府県知事へ要件を満たすことができない旨
の報告書を提出して確認を受ける必要がある

承継後5年間は、平均8
割の雇用維持が必要

経営環境の悪化
に対応した免除
措置

あり なし

相続時精算課税
制度の適用

60歳以上の者から20歳以上（令和4年4月1日以
後は18歳以上）の者への贈与（親族外も可能）
に適用

60歳以上の者から20歳
以上（同左）の推定相
続人（直系卑属）・孫へ
の贈与に適用

CHECK

◆特例承継計画の策定と確認申請
事業承継税制の適用を受けるためには、会社が特例承継計画を策定し、税理士等
の所見を記載して令和5年3月31日までに都道府県知事に確認申請を行う必要があり
ます。確認申請後、事業承継税制を受けるかどうかは経営者の判断で決めてよいと
されていますので、事業承継の可能性があるようでしたら、期間内に確認申請まで
進めておくことをお勧めします。

３ 納税猶予を受けるための要件
納税猶予制度を受けるためには、先代経営者、後継者、会社それぞれが要件を備え

る必要があります。
(1) 先代経営者の主な要件

⿥贈与税・相続税共通⿦
① 会社の代表権を有していた
② 贈与直前・相続開始直前に、同族で総議決権の過半数を保有していた
③ ②の時点で後継者を除く同族内で筆頭株主であった
⿥贈与税のみ⿦
① 贈与時に会社の代表権を有していない
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